
6

2

- 76

件

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆
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(A)

0 0
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0 0 拡充 エラー エラー
0 0 (B) 維持 エラー エラー エラー

0 0 縮小 エラー エラー エラー エラー

休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

30 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 34010001 担当課所名 固定資産評価審査委員会

基本事業名 固定資産評価審査事務

分　  野 行財政運営

政 策 財政運営

施 策 ― 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

固定資産税課税台帳に登録された価格に対して不服がある場合の審査の申出について、固定資産評価審査委員会
が審査し、審査の決定を行う。

対　　　象 固定資産税納税義務者

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

審査の申出に対し、適正な審査を行う

29年度 評価年度( 30年度) R2年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

審査の申立てに対する未処理、
未解決件数

0. 0. 0. 0.

30年度

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） R2年度以降の

事業の方向性

審査件数 - A

76,440 48,640 269,000 0.

－ - A

16,248 14,525 19,000 -

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 263,000 303,000

事　業　費　の　合　計　（円） 92,688 63,165 288,000

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
そ の 他 特 定
一 般 財 源 92,688 63,165 288,000

業 務 量 0.01人 0.01人
人 件 費 58,688 60,413
業 務 量
人 件 費

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 151,376 123,578
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基 本 事 業 指 標 指標の算式 単位 他団体の指標（数値）

枝
番
号

事　務　事　業　名
（★＝実施計画事業）

単位
重
点
化実績値(下段)

29年度決算額 30年度決算額 31年度予算額

01 固定資産評価審査委員活動事務 件 ◎

02 事務局運営事務 - 　

03 　

04 　

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

財
源
内
訳

正規職員

臨時職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性（コスト・
成果）の状況から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

成
果
の
方
向
性 

拡 充 × C,B B,C C 

維 持 × B A × 

縮 小 × C × × 

休廃止 D × × × 

 皆 減 縮 小 維 持 拡 大 

コスト投入の方向性 
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　◆評価◆

　◆改善提案◆

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

平成30年度は審査件数0につき、指標数も0となっている。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

地方税法において、設置が義務づけられた執行機関であり、課税部門から独立事業を構成することは妥当であ
る。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
固定資産評価審査委員会は、地方税法において設置が義務付けられた中立的な執行機関であり、固定資産課
税台帳に登録された価格に関する不服について審査する規定が設けられている。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述
今年度は固定資産評価替えの年にあたるため。

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 29年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱
【主な推進項目】該当状況

行政改革大綱
【主な推進項目】該当状況

行政改革大綱
【主な推進項目】該当状況

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-25-5225

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

中長期的(3～5年)に
取り 組 む 改 善 提 案

三橋洋美

Action
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